
（様式第６）
文　書　番　号
年　　月　　日
一般財団法人日本船舶技術研究協会
　会長　　　　　　　殿

申請者　　住　　　所　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　

実績報告書

　貴協会の安定供給確保支援業務規程第１３条第１項第１２号の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

[bookmark: _Hlk96329746]１．認定供給確保事業（助成事業）の名称及び認定番号
　　　[助成事業者名]における[船舶の部品の品目名]の認定供給確保事業（[認定日]付け[認定番号]）

２．助成金交付決定の概要
　（１）交付決定通知書の文書番号：　　　　　　　　年　　月　　日付け第　　　号
　　　　（計画変更があった場合はそれを承認した通知書についても記載）

　（２）交付決定された助成金の額：　　　　　　　　　　　　　　　円

　（３）助成金の交付の期間：　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

３．助成事業の実績（別紙１）

４．経費報告書（別紙２）

（注）様式第１２の「取得財産等管理明細表」を添付すること。


（別紙１）
助成事業の実績（　　年度～　　年度）

１．実績報告する対象期間：　　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日


２．助成事業の実績
　（初年度～前年度までの概要）
※認定供給確保計画と実績を比較して記載すること。

　（今年度の概要）

（注）造船業再生事業については、以下の成果も記載すること。
　（今年度の成果）　
※認定供給確保計画と照らした事業の進捗状況と事業の成果を定量的に記載すること。

３．今後の見通し（最終年度以外の場合）



（別紙２）
経費報告書

(単位：円)
	経費の項目
	計画額
(A)
	実績額
(B)
	進捗率
(B/A)％
	計画額との差額
(A-B)
	今後の支出見込額
	備考
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（備考）
１．安定供給確保支援業務規程別表の助成対象費用の項目ごとに整理するものとし、必要に応じ、細分化すること。
２．事業において設備投資・研究開発のいずれも実施した場合は、それぞれについて表を作成すること。
３．計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。
４．予算額と実績額とが著しく相違するときには、「備考」の欄にその理由を記載すること。
５．別紙として、完成した設備等の資産管理上の名称、仕様（型式、性能、構造、数量等）、調達の契約日、取得日（又は完工日）、取得価額、法定耐用年数等をリスト化した資料を添付すること。




